
平成１４年３月期 中間決算短信(連結)  

上   場   会   社   名       味の素株式会社 上場取引所  東大名福札

コード番号       2802 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　吉岡　雍典 ＴＥＬ(03)5250-8161
中間決算取締役会開催日　　　　平成１３年１１月１９日
米国会計基準採用の有無　　　　無

１．１３年９月中間期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１３年９月３０日）
(1)連結経営成績 （百万円未満切捨て）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１３年９月中間期 461,681 4.7 19,494 30.2 25,343 27.9
１２年９月中間期 440,765 4.4 14,975 5.8 19,812 17.8
１３年３月期 908,528 37,805 44,322

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
１３年９月中間期 16,353 － 25.16 24.93
１２年９月中間期 △20,236 － △31.16 －
１３年３月期 △11,547 △17.77 －
(注)①持分法投資損益　１３年９月中間期　３,２１９百万円　　１２年９月中間期　３,４９８百万円　　１３年３月期　４,６１７百万円
     ②期中平均株式数（連結）　１３年９月中間期　６４９,９７６,１４３株　１２年９月中間期　６４９,４３５,７０１株　１３年３月期　６４９,６８３,５１４株
　　 ③会計処理の方法の変更　　無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
１３年９月中間期 826,309 362,661 43.9 557.96
１２年９月中間期 811,047 338,480 41.7 521.19
１３年３月期 828,945 361,771 43.6 556.59
(注）期末発行済株式数（連結）　１３年９月中間期　６４９,９７７,１８８株　１２年９月中間期　６４９,４３６,３０５株　１３年３月期　６４９,９７７,４４９株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
１３年９月中間期 27,409 △ 12,443 △ 20,530 53,010
１２年９月中間期 5,963 △ 7,477 △ 3,960 56,229
１３年３月期 37,955 △ 23,360 △ 20,205 59,389

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数　９０社　　持分法適用非連結子会社数　６社　　　持分法適用関連会社数　２４社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　連結（新規）　２社　　（除外）　２社　　　持分法（新規）　０社　　（除外）　１社

２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 920,000 53,000 30,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　４６円１６銭

平成13年11月19日
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１．企業集団の状況 
 

 

 当社グループ（味の素株式会社（以下「当社」という）及び当社の関係会社）は、当社、子会社

125社及び関連会社37社より構成され、調味料、油脂、加工食品、飲料・乳製品、医薬品・アミノ

酸・化成品の製造及び販売、さらにその他の事業活動を行っております。 

 当社グループの当該事業における位置づけは次のとおりです。 

事業区分 製品区分 主要な会社 

調味料 
（26社) 

（国内） 
味の素パッケージング㈱、新日本コンマース㈱ 他３社 
（海外） 
タイ味の素㈱、マレーシア味の素㈱、ペルー味の素㈱、味の素イン
テルアメリカーナ㈲、アジネックスインターナショナル㈱、インド
ネシア味の素㈱、フィリピン味の素㈱、シンガポール味の素㈱ 他
13社 

油脂 
（３社） 

（国内） 
味の素製油㈱ 他２社 

加工食品 
（35社） 

（国内） 
クノール食品㈱、味の素冷凍食品㈱、デリカエース㈱ 他15社 
（海外） 
タイ味の素冷凍食品㈱、タイ味の素ベタグロ冷凍食品㈱、連雲港味
の素如意食品㈲、シーピーシー／アジ（タイランド）㈱、日清味の
素アリメントス㈲ 他12社 

食品 
（69社） 

飲料・乳製品 
（５社） 

（国内） 
味の素ゼネラルフーヅ㈱、カルピス㈱、カルピス味の素ダノン㈱ 
（海外） 
タイ味の素カルピスビバレッジ㈱ 他１社 

ファイン 
（36社） 

医薬・アミノ酸・
化成品 
（36社） 

（国内） 
味の素ファルマ㈱、㈱味の素タカラコーポレーション、味の素ファ
インテクノ㈱ 他４社 
（海外） 
アメリカ味の素㈱、オムニケム㈱、味の素ユーロリジン㈱、味の素
ハートランド㈱、味の素ユーロ・アスパルテーム㈱、欧州味の素販
売㈲、フォーラム（ホールディング）㈱、ブリタニア・ファーマ
シューチカル㈱、スイス味の素㈱ 他20社 

包材 
（３社） 

（国内） 
㈱エースパッケージ 
（海外） 
フジエース㈱ 他１社 

物流 
（12社） 

（国内） 
味の素物流㈱ 他10社 
（海外） 
エービーロジスティックス（タイランド）㈱ 

その他 
（57社） 

サービス他 
（42社） 

（国内） 
㈱味の素コミュニケーションズ、味の素システムテクノ㈱、味の素
エンジニアリング㈱、日本チャールス・リバー㈱ 他13社 
（海外） 
㈱味の素-ジェネチカ・リサーチ・インスティチュート 他24社 

  

なお、概要図は次のとおりです。 
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概　　要　　図
　海　　外 　国　　内

(調味料事業(製造・販売）　１３社）

タ イ 味 の 素 ㈱

味の素インテルアメリカーナ㈲

ペ ル ー 味 の 素 ㈱

マ レ ー シ ア 味 の 素 ㈱

アジネックスインターナショナル㈱

フ ィ リ ピ ン 味 の 素 ㈱

イ ン ド ネ シ ア 味 の 素 ㈱

他　６社

(調味料 (販売）事業　８社）

シ ン ガ ポ ー ル 味 の 素 ㈱

他　７社

(飲料事業　２社）

タイ味の素カルピスビバレッジ㈱

他　１社

(加工食品事業　１７社）

シーピーシー／アジ（タイランド）㈱※

日 清 味 の 素 ア リ メ ン ト ス                ㈲※

　　　　　　　　　　　 他１０社

連 雲 港 味 の 素 如 意 食 品 ㈲

タ イ 味 の 素 冷 凍 食 品 ㈱

タイ味の素ベタグロ冷凍食品
 

㈱※

　　　　　　　　　　　他　２社

(アミノ酸事業(製造・販売）　１０社）

ア メ リ カ 味 の 素 ㈱

オ ム ニ ケ ム ㈱

味 の 素 ユ ー ロ リ ジ ン ㈱

味 の 素 ハ ー ト ラ ン ド ㈱

味の素ユーロ・アスパルテーム㈱

他　５社

(医薬・アミノ酸(販売)・化成品事業　１９社)

欧 州 味 の 素 販 売 ㈲

フォーラム（ホールディング)㈱

ブリタニア・ファーマシューチカル㈱

ス イ ス 味 の 素 ㈱

他１５社

（サービス他事業　２５社）

㈱味の素―ジェネチカ・リサーチ・インスティチュート                 

　　　　　　　　　　　他２４社

(調味料事業　５社）

調味料　　 味の素パッケージング㈱

他　２社
 

販 売　 　 新 日 本 コ ン マ ー ス ㈱

他　１社

(油脂事業　３社)

油 脂  味 の 素 製 油 ㈱

他　２社

(加工食品事業　１８社)
 
加工食品 ク ノ ー ル 食 品 ㈱

他　４社

 
冷凍食品 味 の 素 冷 凍 食 品 ㈱

他　３社

その他食品

デ リ カ エ ー ス ㈱

他　８社

(飲料・乳製品事業　３社)

飲 料  カ ル ピ ス ㈱※

          味の素ゼネラルフーヅ
 

㈱※

          カルピス味の素ダノン㈱※

無印　連結子会社
※印　持分法適用会社

(医薬・アミノ酸・化成品事業　７社)
 

医 薬  味 の 素 フ ァ ル マ ㈱

他　２社

化成品他　味の素ファインテクノ㈱

他　２社

販売

㈱味の素タカラコーポレーション

(包材・物流事業　１２社)

包 材  ㈱ エ ー ス パ ッ ケ ー ジ

 

物 流  味 の 素 物 流 ㈱

他１０社

(サービス他事業　１７社)

㈱味の素コミュニケーションズ
味の素システムテクノ㈱
味の素エンジニアリング㈱
日本チャールス・リバー㈱※

他　１３社

　
　
　
　
味
　
　
の
　
　
素
　
　
㈱

製品の供給

原材料の供給

製品の包装・供給

製品の販売

製品の供給

製品の供給

製
品
の
供
給

製品の供給

原材料の供給

製品の供給

原材料の供給

原材料の供給

製品・原材料
の供給

製品の供給

製品の供給

製品の供給

製品・原材料
の供給

製品の販売

原材料の供給

製品の物流

製
品
の
供
給

情報処理・販売促進・
流通等のサービス等

食

品

フ
ァ
イ
ン

そ
の
他

フ ジ エ ー ス ㈱                 
　　　　　　　　　　　他　２社

（包材・物流事業　３社）
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２．経営方針 

 

１．経営の基本方針 

 
 当社は、１９０９年に、世界で初めてうま味調味料「味の素」を発売して以来、９０年以上

にわたって、常に「新しい価値を創造する」姿勢を貫き、食の世界を深く耕してきました。また、

各種アミノ酸への理解を深め、食の世界から健康や医療の世界へとその事業を展開してまいりま

した。私たちは、これまで培ったものに新たな創造を加え、これからも“食”と“健康”を追求

し、独自技術に立脚した存在価値のある製品や事業を通して、世界の人々の未来に貢献してまい

ります。 

 

味の素グループ理念 

「私たちは、地球的な視野にたち、“食”と“健康”、そして明日のよりよい生活に貢献します。」 

 

味の素グループ経営基本方針 

【事業目標】   

  食関連事業、アミノ酸を中心としたファインケミカル事業・医薬品事業を経営の柱として、地

球上の人々に貢献する世界企業をめざします。 

【事業姿勢】   

  つねに “お客様第一”を心がけ、豊かな創造性とすぐれた技術により、安全で高品質な商品・

サービスを提供します。 

【経営姿勢】   

  お客様、株主、地域社会、取引先、社員等全ての利害関係者を尊重し、簡明・迅速な意思決定

と公正で透明性の高い経営を行うとともに、株主への適正な利潤の還元と永続的な企業価値の増

大を図ります。 

【社会的役割】   

  良き企業市民として責任を自覚し、社会との調和をはかり、その発展に貢献します。 

【企業風土】   

  一人ひとりが、自らを高め、創造的で自由闊達な、活力ある集団をめざします。 

 

 

２．目標とする経営指標 
 
  １９９９年に中期経営計画（３ヵ年計画）をスタートし、５つの経営戦略を推進するとともに、

株主資本の収益性を示すＲＯＥを経営指標として、重要な経営課題を解決してまいりました。中

期経営計画の最終年度である２００２年３月期はＲＯＥ８％以上の達成を目標としております。 
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３．会社が対処すべき課題 
 

  グローバル化や情報化の急速な進展により、従来の事業構造や流通構造、さらには産業構造そ

のものまでが大きく変容しようとしています。このように変化が加速するなか、私たちは、新し

い時代に向かう味の素㈱を「食品・アミノ酸系の日本から出発した世界企業」と位置づけ、次の

５つの経営戦略に基づいて、激しい事業環境変化と企業間競争のなかで市場地位をより強固にす

るとともに、新しい価値を創造し、世の中に貢献する企業グループにしてまいります。 

  

①  連結経営の推進 

 グループの総合力を強化すべく、各事業領域での一層の競争力強化に向けた体制を構築すると

ともに、グループ全体として重複する機能部門や事業部門については、整理・統合を進めてまい

りました。その一環として、２０００年１０月の冷凍食品事業の分社化に引き続き、２００１年

４月に油脂事業を分社化いたしました。今後も事業の“選択と集中と拡大”を進め、グループの

総合力を最大限に発揮してまいります。 

 

② ブランド力の強化 

  コーポレート・ブランドを強固なものとすべく、１９９９年から導入したコーポレートロゴ浸

透の取り組みを、国内外で進めております。コーポレートロゴは、食品事業、アミノ酸事業の無

限の可能性と味の素グループのグローバルな広がりを表現しております。世界中の人々の生活に

根ざした製品を通じて、コーポレートロゴがおいしさ・安心・信頼という確固たるブランドイメ

ージを持つよう、努めております。 

  

③ 世界一のコスト競争力 

 生産技術に関するグローバル・ネットワークを構築し、さらには原材料の国際調達による大規

模なコストダウンを推進することにより、アミノ酸や核酸といった当社のコアビジネスを中心に

コスト競争力を強化しております。また、単に生産コストのみでなく、最適な生産立地戦略とロ

ジスティクス戦略により、「お客様に届くときに世界一の価格競争力があるかどうか」を問い続

けております。 

  

④ 研究・開発体制強化 

 国内では、ライフサイエンス分野の主要テーマであるポストゲノム研究において、社外の研究

機関や企業とも積極的に提携して、タンパク質構造解析などの基盤研究、ゲノム創薬への応用、

微生物のゲノム解析による発酵技術開発などを推進し、海外では、ロシアに設立した㈱味の素-

ジェネチカ・リサーチ・インスティチュートにおいて、アミノ酸発酵の一層の効率化・コスト競

争力強化のための技術開発研究を進めているほか、医薬品の臨床開発会社をアメリカとイギリス

に設立し、新薬の早期創出のための体制も整備しております。 

 また、大きな成長が期待されるヘルスサイエンス分野における研究開発を推進するため、栄養

健康科学研究の組織が、アミノ酸や新しい食品素材が栄養を介して人の健康に作用するメカニズ

ムの解明を行っております。 
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⑤ 社会への貢献 

 「社会と共に歩み、社会から学ぶ」をスローガンに、グローバルプログラム、地域プログラム、

従業員の社会活動支援の３つを柱に活動しています。グローバルプログラムは、発展途上国の発

展の一助として「食・栄養・保健分野における国際協力」を推進するもので、東南アジア、南米

を対象としております。地域プログラムは、国内外の地域課題解決の多様なニーズに応えるもの

で、国内では高齢者向け配食サービス団体の支援等を、海外では、タイ、インドネシア、ブラジ

ル等における教育・医療分野を重点に活動支援を行うなど、多彩なプログラムを実施しておりま

す。また、従業員の社会活動支援のために、ボランティア休暇制度や社会活動賞を設けておりま

す。 

 

 

４．経営管理組織の整備等（コーポレート・ガバナンスの充実）に関する施策 
 

  ２００２年４月度より社内カンパニー制をスタートいたしますが、それに併せ、コーポレート

部門の再構築を進め、迅速・適切な経営戦略策定と業務執行が行えるよう、大幅な権限の委譲と

責任体制の明確化を推進してまいります。 

 

 

３． 経営成績 

 

１．当期の概況 
                                 （億円） 
  売上高   営業利益   経常利益  中間純利益 
平成13 年 9月中間期    4,616     194     253     163 
平成12 年 9月中間期    4,407     149     198   △ 202 
前期比   104.7%    130.2%    127.9%     － 

 
当期の業績全般の概況 
  
 当中間期のわが国経済は景気悪化の一途をたどり、個人消費も力強さを欠きました。食品業界

におきましては、依然として商品の低価格化が進むなど、厳しい状況が続きました。世界経済に

おいても、アメリカ経済の景気拡大テンポが低下するなど、全体的に精彩を欠きました。 

 このような環境にありまして、国内の売上げについては、食品事業の売上げが前年同期を若干

下回ったものの、医薬品、栄養食品を始めとするファイン事業の売上げが順調に推移しました。

海外の売上げについては、食品事業の売上げがアジアを中心に伸長し、飼料用アミノ酸の売上げ

が、欧州をはじめ、各地域で好調でした。以上の結果、当中間期の連結売上高は、前年同期を

209 億円上回る 4,616 億円（前年同期比 104.7%）、同経常利益は前年同期を 55 億円上回る 253

億円（前年同期比127.9%）、中間純利益は 163 億円となりました。 

 当期の中間配当金は、前期と同様１株当たり 5 円とさせていただきます。 
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当期の連結キャッシュ・フローの状況 

 
  
（億円） 

 平成13年９月期 平成12年９月期 平成13年3月期 
営業活動によるキャッシュ･フロー 274 59 379 
投資活動によるキャッシュ･フロー △124 △74 △233 
財務活動によるキャッシュ･フロー △205 △39 △202 
現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 △10 22 
現金及び現金同等物の増減額 △65 △65 △34 
現金及び現金同等物の期末残高 530 562 593 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における営業活動による資金収支は前年同期に比べ 215 億円増加し、274 億円の

プラスとなりました。これは運転資本の増加額が 170 億円減少したことにより投下資金の

回収が進んだことや受取配当金の入金額が増加したこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における投資活動による資金収支は前年同期に比べ 49 億円減少し、124 億円の

マイナスとなりました｡これは関連会社株式の取得に伴う支出が前年同期に比べ 60 億円減

少したものの、有価証券及び投資有価証券売却収入が 81 億円減少したこと等によるもので

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における財務活動による資金収支は前年同期に比べ 165 億円減少し、205 億円の

マイナスとなりました。これは普通社債 100 億円の償還や借入金の返済による有利子負債

の削減によるものです。 

 

 以上の結果､当中間期末における現金及び現金同等物の残高は前中間期末を 32 億円下回

る 530 億円となりました｡ 

 

当期のセグメント別の概況 
                                                                        （億円） 

 売上高 前年同期増減 前年同期比 営業利益 前年同期増減 前年同期比 
食品  3,183        73   102.4%   87     △17    83.1% 
ファイン    984       162    119.7%   93       63   315.2% 
その他    448     △ 26     94.5%   18        2   118.0% 

 

（１） 食品事業 

 食品事業の売上高は、前年同期を 73 億円上回る 3,183 億円（前年同期比 102.4%）、営業利益

は、前年同期を17 億円下回る87 億円（前年同期比83.1%）となりました。競争激化のなか、売

上高は販促活動の成果により前年同期を上回りましたが、営業利益は前年を下回りました。 

 

① 日本 
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 ＜調味料＞ 調味料事業につきましては、家庭用は、「ほんだし」類が前年実績をわずか

に下回りましたが、８月発売の「
クックドゥ

Cook Do 
ｺ ﾘ ｱ

Korea！」の好評もあり、「
クックドゥ

Cook Do」は大幅な増

収となりました。業務用は、外食市場向け「味の素」「ハイミー」が前年実績に及ばなかっ

たものの、外食市場向け液体和風だしが大幅に伸長しました。核酸は国内での販売数量を

伸ばし、天然系調味料はコク味タイプの商品の大手需要家への拡売により伸長しました。 

＜加工食品＞ 加工食品事業につきましては、スープ類は、“素材のおいしさと栄養”の訴

求をベースに製品力を強化し、８月に「クノール北海道ポタージュ」を「クノール北海道

とろ～りポタージュ」に全面改訂しました。マヨネーズ類は、引き続き「ピュアセレクト」

ブランドの強化に努めました。ケロッグ製品は、各種キャンペーンの成果もあり、増収と

なりました。冷凍パン生地は、販売数量が伸びたものの、販売単価下落の影響を受けまし

た。 

＜冷凍食品＞ 家庭用が中華系商品販促キャンペーンの効果により“エビシューマイ”、ギ

ョーザ類の拡売に成功し、業務用では、中国生産の手作り野菜加工品が伸長しました。 

＜油脂＞ 食用油は、家庭用が昨年秋発売の「味の素ＫＫ健康サララ」等のプレミアムオ

イルについて、ギフトと連動した広告・販促活動をおこない、市場の健康ニーズに対応し

ております。業務用は、販売数量を伸ばしたものの、市場環境が厳しく、減収となりまし

た。ミール類は、為替の円安基調による単価上昇により、増収となりました。 

＜コーヒー類＞ インスタントコーヒーが市場の伸びの鈍化により前年を下回りましたが、

液体コーヒー、レギュラーコーヒーは増収となりました。 

＜カルピス㈱製品＞ 「カルピスウォーター」や特定保健用食品カルピス酸乳「アミール

Ｓ」が積極的な販売活動により好調に売上げを伸ばしました。 

＜チルド乳製品＞ 「ダノン フルーツセレクション」や「ダノンヨーグルト」が伸長しま

した。 

 

②アジア 

＜調味料＞ 消費者・一般外食向けの「味の素」および風味・混合調味料の売上げが前年を上回

り、加工ユーザー向けの「味の素」がベトナム、タイ等で好調でした。全体として増収となりま

した。 

 

③米州 

＜調味料＞ 消費者・一般外食向けの「味の素」は、ペルー、ブラジルにおいて売上げを伸ばし、

加工ユーザー向けの「味の素」も、北米、ペルー、ブラジルの各地域で伸長しました。全体とし

て増収となりました。 

 

④欧州 

＜調味料＞ 消費者・一般外食向けの「味の素」が、大きく売上げを伸ばし、全体として増収と

なりました。 

 

（２）ファイン事業 

 ファイン事業の売上高は、前年同期を 162 億円上回る984 億円（前年同期比119.7%）となり、
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営業利益は、前年同期を 63 億円上回る 93 億円（前年同期比 315.2%）となりました。飼料用ア

ミノ酸は、米州、欧州ともに売上げを伸ばし、国内のアミノ酸スポーツサプリメント「アミノバ

イタル」も大きく伸長しました。営業利益は、飼料用アミノ酸が市況の好転と為替の円安メリッ

トを受けたこと等により大幅に増加しました。 

 

①日本 

＜医薬品＞ 国内で販売している糖尿病用剤「ファスティック」の伸長に加え、糖尿病用剤

原末ナテグリニドが、海外ライセンス先が約６０ヵ国において最終製剤の販売承認を取得

し、大幅な増収となりました。 

＜医薬用アミノ酸＞ 国内での販売数量伸長等により、増収となりました。 

＜医薬中間体＞ 抗ウィルス剤用販売が本格化し、大幅に実績を伸ばしました。 

＜アミノ酸スポーツサプリメント＞ 「アミノバイタル」は各種メディアにて紹介された

こと等により、売上げが急拡大しました。 

＜アミノ酸系甘味料＞ アスパルテームは、海外需要家への拡売があったものの、全体と

しては減収となりました。 

＜化成品＞ コンピュータ処理装置用の多層間絶縁フィルムがＩＴ不況のなか伸長したこ

と等により、全体として増収となりました。 

  

②アジア 

＜飼料用アミノ酸＞ 販売価格の上昇、販売数量の増加等により、増収となりました。 

 

③米州 

＜飼料用アミノ酸＞ 販売価格の上昇、販売数量の増加等により、増収となりました。 

＜医薬用アミノ酸＞ 為替の円安傾向が寄与し、増収となりました。 

＜アミノ酸系甘味料＞ 大手需要家への拡売等により、増収となりました。 

  

④欧州 

＜飼料用アミノ酸＞ 販売価格の上昇、為替の円安傾向により、増収となりました。 

＜医薬用アミノ酸＞ 販売好調に加え、為替の円安傾向が寄与し、増収となりました。 

＜アミノ酸系甘味料＞ 競争激化による販売価格下落等により、減収となりました。 

 

(３)その他 

 その他事業の売上高は、前年同期を26 億円下回る 448 億円（前年同期比 94.5%）、営業利益は、

前年同期を2 億円上回る18 億円（前年同期比118.0%）となりました。 

 

①日本 

「味液」は減収となりました。蛋白質改質酵素（トランスグルタミナーゼ）「アクティバ」は新

規需要の開拓等により、増収となりました。 

 

 

 



 9  

 

 

 ２．通期の見通し 
 

                                                                       （億円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成 14 年 3 月期   9,200     470     530      300 

平成 13 年 3 月期   9,085     378     443    △ 115 

前期比   101.3%   124.3%   119.6%     － 

 

 わが国経済は、依然として悪化傾向にあると思われ、また、米国における同時多発テロ事件の

日本および世界経済への影響の懸念も強まっています。雇用情勢、個人消費ともに回復の見込み

は立たず、食品業界においては商品の低価格化が進むなど、当社を取り巻く企業環境は、引き続

き厳しいものと予想されます。 

 こうした環境下、通期の売上高は前期比 1.3%増の 9,200 億円、経常利益は前期比 19.6%増の

530 億円、当期純利益は、300 億円を見込んでおります。 

 国内食品事業につきましては、新製品の拡売が見込まれ、国内ファイン事業につきましては、

アミノ酸スポーツサプリメント「アミノバイタル」が引き続き好調に推移するものと思われます。

また、医薬事業の糖尿病用剤原末の海外市場における伸長が見込まれます。 

 

 

 なお、下期為替レートは、１１５円／１US$で設定しています。 
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４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等

                                                                                                                                    

連 結 貸 借 対 照 表

                                                                             （百万円未満切捨て）

１３年９月中間期

(13. 9. 30 現在)

 １３年３月期       

(13. 3. 31 現在)

   増　　　減 １２年９月中間期

(12. 9. 30 現在)

　　（資 産 の 部              ）   ８２６,３０９   ８２８,９４５ △  　２,６３５   ８１１,０４７

流 動 資 産                    ３５３,４１９   ３４３,８１４ 　　　９,６０５   ３２９,３６３

  現 金 及 び 預 金            

  受 取 手 形 及 び 売 掛 金            

  有 価 証 券                        

  た な 卸 資 産                        

  繰 延 税 金 資 産                        

  そ の 他 の 流 動 資 産                        

  貸 倒 引 当 金                        

固 定 資 産                  

    ４８,１７４

  １６７,１６８

    　５,４０１

  １０２,２９４

      ８,５０４

    ２４,００５

△　  ２,１２８

  ４７２,８９０

    ５８,２４１

  １５９,７９５

      ２,６１７

    ９６,４４９

      ７,９５２

    ２１,１３６

△ ２,３７９

  ４８５,１３０

△  １０,０６７

　　　７,３７３

　　　２,７８３

   　 ５,８４４

　　　　 ５５２

　　　２,８６８

　   　　２５１

△  １２,２４０

    ４６,５３３

  １５１,５９２

    １０,２０１

    ９３,９９２

      ６,５７３

    ２２,６７２

△    ２,２０２

  ４８１,６８３

有 形 固 定 資 産                  ２８１,５８０   ２８４,１５６ △　  ２,５７６   ２８１,５６１

  建 物 及 び 構 築 物            

　機 械 装 置 及 び 運 搬 具            

  工 具 、 器 具 及 び 備 品            

  減 価 償 却 累 計 額                        

　土 地                        

  建 設 仮 勘 定                        

無 形 固 定 資 産                

  ２２４,１７５

  ３６６,３５０

　　３９,８５１

△４２９,０３６

    ６５,３６６

    １４,８７２

    ３６,１３８

  ２２４,７２８

  ３６４,７６４

    ４０,６５９

△４２２,５０９

    ６５,２９０

    １１,２２３

    ３７,８１４

△　　　 ５５２

    　１,５８６

△       ８０７

△    ６,５２７

  　　　   ７５

      ３,６４８

△　　１,６７６

  ２１６,４４１

  ３４６,３２３

    ４０,３３０

△３９８,６０６

    ６７,０７６

    　９,９９７

    ３４,４９３

  連 結 調 整 勘 定                        

  その他の無形固定資産                        

投資その他の            資産

    １８,５４９

  　１７,５８８

　１５５,１７２

    １９,８９８

    １７,９１５

  １６３,１５９

△    １,３４８

△  　　 ３２７

△　　７,９８７

    １８,３５７

    １６,１３６

  １６５,６２８

  投 資 有 価 証 券                        

  長 期 貸 付 金                        

  繰 延 税 金 資 産                        

  その他の投資その他の資                      産

  貸 倒 引 当 金                        

  １２２,３４２

         ４１２

    ２３,０７７

    １０,３９８

△    １,０５９

  １３５,７１０

    　   ３８２

    １７,３２７

    １０,７００

△    　 ９６１

△　１３,３６８

　　　　　 ２９

      ５,７５０

△　　　 ３０２

△　 　　  ９７

  １３９,５１８

         ４０９

    １５,７５０

    １０,２９１

△       ３４１

       合　　　　　計   ８２６,３０９   ８２８,９４５ △　　２,６３５   ８１１,０４７
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                                                                            （百万円未満切捨て） 

 
 
 

１３年９月中間期 
(13. 9. 30 現在) 

１３年３月期        
(13. 3. 31 現在)  

   増   減 
 
 

１２年９月中間期 
(12. 9. 30 現在) 

 
 
 

  （負 債 の 部              ）   ４４４,６６３  ４４８,７９９ △   ４,１３６   ４５５,２６０ 
 
 

流 動 負 債                     ２７２,１８３  ２７２,５７４ △     ３９１   ２４５,３９３ 
 
 

  支 払 手 形 ・ 買 掛 金                         

  短 期 借 入 金                         

 未 払 法 人 税 等                         

 そ の 他 の 流 動 負 債                         
 
固 定 負 債                   

  １２２,４３４ 

    ５５,９１０ 

   １１,３２９ 

   ８２,５０８ 
 
 １７２,４８０ 

  １０５,４７５ 

    ６１,３７５ 

    １４,０６６ 

    ９１,６５８ 
 
 １７６,２２４ 

    １６,９５９ 

△   ５,４６４ 

△  ２,７３７ 

△    ９,１４９ 
 
△   ３,７４４ 

  １０２,０１７ 

    ５１,７１５ 

      ９,６９０ 

    ８１,９７０ 
 
  ２０９,８６７ 

 

 

 

 

 
 

  社          債 

 転 換 社 債                         

 長 期 借 入 金                         

  退 職 給 付 引 当 金             

  繰 延 税 金 負 債                         

  そ の 他 の 固 定 負 債                         
 

    ６０,０００ 

            － 

   １９,６５８ 

    ７０,２９０ 

    ５,３４８ 

  １７,１８３ 

    ６０,０００ 

            － 

    ２２,６０７ 

  ７０,６８７ 

     ５,２７１ 

    １７,６５８ 

             － 

             － 

△  ２,９４９ 

△    ３９６ 

           ７６ 

△      ４７５ 

    ６０,０００ 

    １８,３０３ 

    ３６,４９４ 

  ７１,９９６ 

      ５,６９０ 

    １７,３８３ 

 

 

 

 

 

 

  （少数株主持分              ）     １８,９８５     １８,３７４        ６１０     １７,３０６ 
 
 

    （資 本 の 部              ）   ３６２,６６１   ３６１,７７１          ８９０   ３３８,４８０ 
 
 

資 本 金             

資 本 準 備 金             

連 結 剰 余 金             

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定             
 
自 己 株 式             

    ７９,８６３ 

  １１１,５７８ 

  ２１０,７３８ 

  １４,３０７ 

△ ５３,８２２ 
 
△       ５ 

    ７９,８６３ 

  １１１,５７８ 

 １９８,２８２ 

   ２１,３１３ 

△  ４９,２６２ 
 
△           ４ 

             － 

             － 

    １２,４５５ 

△  ７,００６ 

△  ４,５５９ 
 
△           ０ 

    ７９,８３６ 

  １１１,１２３ 

  １９２,８８６ 

  ２２,３６５ 

△ ６７,７２１ 
 
△         １０ 

 

 

 

 

 
 
 

    合   計   ８２６,３０９  ８２８,９４５ △   ２,６３５   ８１１,０４７ 
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連 結 損 益 計 算 書 

 

                                                                              （百万円未満切捨て） 

   科       目   １ ３ 年 ９ 月 中 間 期            １ ２ 年 ９ 月 中 間 期           増      減 １ ３ 年 ３ 月 期            
 

                      
売 上 高                       

              
 ４６１,６８１ 

      
 100.0% 

              
 ４４０,７６５ 

      
 100.0% 
              
   ２０,９１６ 

              
 ９０８,５２８ 

      
 100.0% 
 
 

売 上 原 価                       
                      
売  上  総  利  益                       

 ３３８,６９７ 
              
 １２２,９８４ 

  73.4 
      
  26.6 

 ３３０,８５５ 
              
 １０９,９１０ 

  75.1 
      
  24.9 

     ７,８４２ 
              
   １３,０７３ 

 ６６５,８５６ 
              
 ２４２,６７２ 

  73.3 
      
  26.7 

 
 
 

販売費及び一般管理費                       
                      
営  業  利   益                       

 １０３,４９０ 
              
  １９,４９４ 

  22.4 
      
   4.2 

   ９４,９３５ 
              
   １４,９７５ 

  21.5 
      
   3.4 

    ８,５５４ 
              
   ４,５１９ 

 ２０４,８６７ 
              
   ３７,８０５ 

  22.6 
      
   4.1 

 
 
 

営  業  外 収 益                          １２,５６０    2.7    １０,４３０    2.4      ２,１２９    １４,９５８    1.7  

  受 取 利 息                     
  受 取 配 当 金                     
  持分法による投資利益 
  雑   収   入                     
                      
営  業  外  費  用                       

        ６８６ 
       ４５０ 
     ３,２１９ 
     ８,２０４ 
              
     ６,７１１ 

      
      
      
      
      
   1.5 

        ６３４ 
       ４７９ 
     ３,４９８ 
     ５,８１８ 
              
     ５,５９３ 

      
      
      
      
      
   1.3 

        ５２ 
△        ２９ 
△     ２７９ 
    ２,３８５ 
              
     １,１１７ 

     １,６０１ 
        ７２８ 
     ４,６１７ 
     ８,０１０ 
              
     ８,４４１ 

      
      
      
      
      
   0.9 

 
 
 
 
 
 

  支 払 利 息                     
  雑 損 失                     
                      
経  常  利   益                       

     ２,４０１ 
     ４,３０９ 
              
   ２５,３４３ 

      
      
      
   5.5 

     ２,４２０ 
     ３,１７３ 
              
   １９,８１２ 

      
      
      
   4.5 

△      １８ 
     １,１３４ 
              
     ５,５３１ 

     ５,３９８ 
     ３,０４２ 
              
   ４４,３２２ 

      
      
      
   4.9 

 
 
 
 

特  別  利  益                            ６,１９１    1.3      ７,９３８    1.8 △  １,７４７    １６,９４５    1.9  

  固 定 資 産 売 却 益                     
  投資有価証券売却益                     
 損害賠償金受入額           
  そ の 他                     
                      
特  別  損  失                       

     １,８０８ 
       １０８ 
   ３,１７６ 
     １,０９７ 
 
     ２,７３８ 

      
      
      
      
 
   0.6 

     １,６０３ 
     ５,１１７ 
            － 
     １,２１７ 
 
   ５９,９６２ 

      
      
      
      
 
  13.6 

        ２０５ 
△ ５,００８ 
３,１７６ 

△     １２０ 
 
△ ５７,２２３ 

     ８,１７０ 
    ６,７２９ 
            － 
     ２,０４４ 
 
   ７４,２６３ 

      
      
      
      
 
   8.2 

 
 
 
 
 
 

  退職給付会計基準変更時差異償却 
  固 定 資 産 除 却 損                     
  投資有価証券評価損           
  関 係 会 社 整 理 損                     
  課 徴 金                     
  そ の 他                     
                      
税引前中間(当期)純利益           
税引前中間(当期)純損失           

            － 
     １,１０６ 
    ３６７ 
            － 
            － 
     １,２６３ 
              
  ２８,７９７ 
            － 

      
      
    
      
      
      
      
  6.2 
      

   ５２,６７０ 
     １,６１１ 
            － 
     ２,４２３ 
     ２,６３６ 
        ６１９ 
              
            －  
   ３２,２１１ 

      
       
      
      
      
      
      
   
   7.3 

△ ５２,６７０ 
△ ５０４ 
３６７ 

△   ２,４２３ 
△   ２,６３６ 
        ６４４ 
              
   ２８,７９７ 
△ ３２,２１１ 

   ５２,６７０ 
     ３,６４１ 
     １,１７７ 
  １２，１６１ 
     ２,６３６ 
    １,９７６ 
                          
            － 
   １２,９９５ 

      
      
 
      
      
      
      
    
  1.4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

法 人 税、住 民 税    
        及 び 事 業 税 
法 人 税 等 調 整 額                       
少 数 株 主 損 益                       
中 間 ( 当期 ) 純 利益           
中 間 ( 当期 ) 純 損失           

              
   １２,３８１ 
△   １,４９９ 
     １,５６１ 
   １６,３５３ 
            － 

      
   2.7 
△ 0.3 
   0.3 
   3.5 
      

              
   １０,０５７ 
△ ２３,７１９ 
     １,６８６ 
            － 
   ２０,２３６ 

      
   2.3 
△ 5.4 
   0.4 
      
   4.6 

              
     ２,３２３ 
   ２２,２１９ 
△     １２５ 
  １６,３５３ 
△ ２０,２３６ 

              
   ２２,６８９ 
△ ２６,７９８ 
     ２,６６１ 
            － 
   １１,５４７ 

      
   2.5 
△ 2.9 
   0.3 
      
   1.3 
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                                  連結剰余金計算書   

 
                                                                                                          
                                                                              （百万円未満切捨て） 

 

   
        科       目          

 １３年９月中間期 

 (13. 9. 30 現在) 

 １２年９月中間期 

 (12. 9. 30 現在) 

 １３年３月期 

 (13. 3. 31 現在) 

 

 

  
連 結 剰 余 金 期 首 残 高                                         １９８,２８２   ２１４,６７３   ２１４,６７３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結子会社の増加による剰余金増加高                                       

連結子会社の減少による剰余金増加高                                       

持分法適用会社の増加による剰余金増加高 

持分法適用会社の減少による剰余金増加高 

連結子会社の決算期変更による剰余金増加高                    

持分法適用会社の決算期変更による剰余金増加高                    

連結子会社の合併による剰余金増加高                    

そ の 他 の 連 結 剰 余 金 増 加 高                                       
 

連結子会社の増加による剰余金減少高                                       

連結子会社の減少による剰余金減少高                                       

持分法適用会社の増加による剰余金減少高 

持分法適用会社の減少による剰余金減少高 

連結子会社の決算期変更による剰余金減少高                    

持分法適用会社の決算期変更による剰余金減少高                    

連結子会社の合併による剰余金減少高                    

そ の 他 の 連 結 剰 余 金 減 少 高                                       
 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益                    

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失                    
 

             １５ 

               ０ 

               － 

               － 

            － 

        － 

          １９ 

        ０ 
 

          ３７３ 

               － 

               － 

               － 

               － 

           － 

             ８０ 

        ３,４７９ 
 

   １６,３５３ 

        － 

         

               ２ 

               － 

               － 

               － 

        １,３２９ 

    １,５５９ 

           １５７ 

        ８ 
 

           ４０９ 

               － 

             ２６ 

               － 

           ４９１ 

      ２４７ 

        － 

        ３,４３２ 
 

        － 

   ２０,２３６ 

         

          ２ 

           － 

            － 

            － 

    １,３５１ 

    １,５０９ 

     ２０２ 

      ３４ 
 

     ４５３ 

            １５ 

      ２６ 

       － 

          ４９２ 

     ２４７ 

              － 

    ６,７０７ 
 

        － 

     １１,５４７ 

      

  

  

  

  

  

  

  

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

  
連 結 剰 余 金 期 末 残 高                                           ２１０,７３８     １９２,８８６    １９８,２８２ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
 

                        期   別 
     科  目 

１３年９月中間期 １２年９月中間期 １３年３月期 

区分 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
１．税金等調整前中間純利益 28,797 － － 
２．税金等調整前中間(当期)純損失 － 32,211 12,995 
３．減価償却費 19,215 16,928 38,640 
４．連結調整勘定償却額 1,398 3,384 4,415 
５．貸倒引当金の減少額及び増加額 △     152 141 913 
６．関係会社債務保証損失引当金の減少額 － △     957 △   1,167 
７．退職金引当金の減少額 － △  20,531 △  20,531 
８．退職給付引当金の減少額及び増加額 △     365 72,235 70,687 
９．役員退職慰労引当金の減少額及び増加額 △     472 124 406 
10．受取利息及び受取配当金 △   1,137 △   1,113 △   2,329 
11．支払利息 2,401 2,420 5,398 
12．持分法による投資損益 △   3,219 △   3,498 △   4,617 
13．投資有価証券等売却損益 △     108 △   4,882 △   6,953 
14．投資有価証券評価損益 367 － 1,177 
15．有形固定資産除売却損益 △   1,103 8 △   4,528 
16．関係会社整理損 － 2,423 12,161 
17．売上債権の増加額 △   8,464 △  28,516 △  33,764 
18．仕入債務の増加額 20,370 22,537 18,805 
19．たな卸資産の増加額 △   6,969 △   6,128 △   3,196 
20．未払消費税等の減少額 △   1,146 △     935 △     199 
21．役員賞与の支払額 △     228 △     185 △     185 
22．損害賠償金受入額 △   3,176 － － 
23．課徴金 － 2,636 2,636 
24．その他 △   7,314 △   4,803 △   3,492 
小計 38,694 19,077 61,279 

25．利息及び配当金の受取額 3,166 1,050 2,165 
26．利息の支払額 △   2,403 △   2,547 △   5,494 
27．損害賠償金の受取額 3,176 － － 
28．課徴金の支払額 － △   2,636 △   2,636 
29．法人税等の支払額 △  15,223 △   8,981 △  17,358 
営業活動によるキャッシュ・フロー 27,409 5,963 37,955 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
１．有価証券の取得及び売却 837 4,484 4,897 
２．有形固定資産の取得による支出 △  21,932 △  21,357 △  46,277 
３．有形固定資産の売却による収入 4,869 6,641 20,561 
４．無形固定資産取得による支出 △   2,000 △     366 △   1,867 
５．収用補償金等による収入 3,589 3,589 3,589 
６．投資有価証券の取得による支出 △   1,290 △     194 △   2,945 
７．投資有価証券の売却による収入 1,683 6,209 12,432 
８．関係会社整理に伴う立替支出 － △   1,256 － 
９．債務保証履行に伴う支出 － － △   1,256 
10．連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出 － △   6,443 △   9,555 
11．関係会社株式の取得による支出 △     418 － △   3,089 
12．その他 2,218 1,216 152 
投資活動によるキャッシュ・フロー △  12,443 △   7,477 △  23,360 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
１．短期借入金の減少及び増加 △   2,297 966 △   6,357 
２．長期借入れによる収入 2,996 1,828 3,373 
３．長期借入金の返済による支出 △   7,437 △   2,958 △  10,053 
４．普通社債の償還による支出 △  10,000 － － 
５．配当金の支払額 △   3,252 △   3,247 △   6,495 
６．少数株主への配当金支払額 △     397 △     207 △     467 
７．その他 △     142 △     340 △     205 
財務活動によるキャッシュ・フロー △  20,530 △   3,960 △  20,205 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △     968 △   1,086 2,208 
Ⅴ．現金及び現金同等物の減少額及び増加額 △   6,532 △   6,561 △   3,401 
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 59,389 60,309 60,309 
連結の範囲の変更による期首残高増加額 154 1,260 1,260 
連結子会社の決算期の変更による期首残
高増加額 － 1,220 1,220 

 59,543 62,791 62,791 
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 53,010 56,229 59,389 
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中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

 

１． 連結の範囲 

 (１)連結子会社の数  ９０社 

   主要な連結子会社の名称 

     クノール食品㈱、味の素冷凍食品㈱、味の素製油㈱、味の素ファルマ㈱、タイ味の素㈱、 

     オムニケム㈱、味の素ユーロリジン㈱ 

   前連結会計年度まで非連結子会社であったアメリカ味の素冷凍食品㈱ほか１社を重要性を勘案 

   し連結の範囲に含めております。株式売却により、㈱エースカフェテリアを連結の範囲から除 

   外しております。合併に伴い、熊沢製油産業㈱を連結の範囲より除外しております。 

    

 (２)主要な非連結子会社の名称等 

   主要な非連結子会社 

     ㈱かつお技術研究所 

  （連結の範囲から除いた理由） 

   非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及 

   び剰余金（持分に見合う額）は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで 

   あります。 

 

２． 持分法の適用の範囲 

 (１) 持分法適用の非連結子会社数   ６社 

    主要な会社名 

      シ アユタヤ リアル エステート㈱、エラワン インダストリアルディベロップメント㈱、 

    追加取得により旭油脂㈱を子会社としましたが、重要性がないため引き続き持分法を適用し 

    ております。 

 

(２) 持分法適用の関連会社数   ２４社 

主要な会社名 

  味の素ゼネラルフーヅ㈱、カルピス㈱、シーピーシー／アジ(タイランド)㈱ 

株式売却により、大里食品㈱を持分法適用より除外しております。 

(３) 持分法を適用していない主要な非連結子会社は、㈱かつお技術研究所であります。また、持

分法を適用していない主要な関連会社は、㈱ヤグチであります。これらの会社は、それぞれ

連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた

め持分法の適用の範囲から除外しております。 

(４) 持分法適用会社のうち、カルピス㈱ほか16 社の中間決算日は6 月30日であります。そのう

ち、14 社は 9 月 30 日にて仮決算を行っております。仮決算を行わない会社については、中

間連結財務諸表の作成にあたっては同中間決算日現在の財務諸表を使用しており、中間連結

決算日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。な

お、当中間連結会計年度より、持分法適用会社のうちシーピーシー／アジ（香港）㈱ほか 3

社につきましては 3月 31 日から6 月30 日に決算日を変更しております。 
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３． 連結子会社の事業年度等 

    連結子会社のうち、ペルー味の素㈱ほか10 社の中間決算日は6 月30 日であります。そのう 

    ち、7社は9 月30 日にて仮決算を行っております。仮決算を行わない会社については、中間   

    連結財務諸表の作成にあたっては同中間決算日現在の財務諸表を使用しており、中間連結決 

    算日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行っております。 

 

４． 会計処理基準 

 (１) 重要な資産の評価基準および評価方法 

   １） 有価証券 

      ①その他有価証券 

       ・時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として 

                 移動平均法により算定） 

       ・時価のないもの…主として移動平均法による原価法 

   ２） デリバティブ 

      時価法 

   ３） たな卸資産 

      親会社及び主な連結子会社は総平均法による低価法によっております。 

 

 (２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   １） 有形固定資産 

      親会社及び国内連結子会社は主として定率法を採用しており、在外連結子会社は定額法 

      を採用しています。ただし、親会社及び国内連結子会社は、平成10 年 4月 1日以降に取 

      得した建物(建物附属設備を除く)については定額法を採用しております。 

       なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

      建物及び構築物   ３年～５０年 

      機械装置及び運搬具 ２年～２０年 

 

   ２） 無形固定資産 

      定額法を採用しています。 

      なお、ソフトウエアについては社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法によって 

      おります。 

 

 (３) 重要な引当金の計上基準 

   １） 貸倒引当金 

      債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

      等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま 

      す。 

    

   ２） 退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産   

      の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上 

      しております。 

      数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内 

      の一定の年数(主として１０年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結       

      会計年度から費用処理することとしております。 
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   ３） 役員退職慰労引当金 

      役員の退職慰労金の支出に備えて、親会社及び国内連結子会社の一部は役員退職慰労金 

      規程に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

 

   ４） 債務保証損失引当金 

      債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の実情を勘案し、必要額を見積 

      計上しております。 

 

 (４) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と 

    して処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、中間決算日 

    の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換 

    算調整勘定に含めて計上しております。 

 

 (５) 重要なリース取引の処理方法 

    親会社及び国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外 

    のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を 

    採用しております。一部の在外連結子会社は、当該国の会計原則にもとづき、ファイナンス・ 

    リース契約によるリース資産を有形固定資産に計上しております。 

 

 (６) 消費税等の会計処理方法 

    親会社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式を採用してお 

    ります。なお、未払消費税等は、その他の流動負債に含めております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

   連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

   連結調整勘定は原則として5 年間で均等償却しております。なお、クノール食品㈱、オムニケ 

   ム㈱との間の連結調整勘定は、それぞれ25年、20 年で均等償却を行っております。 

   また、金額が僅少な連結調整勘定は当該勘定が生じた期の損益として処理しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基 

   づいて作成しております。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   手許現金、要求払預金及び取得日から3 ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換 

   金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなって 

   おります。 
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５．セグメント情報 
 
１．事業の種類別セグメント情報 
当中間期                                    （百万円未満切捨て） 

            期間 
自 平成１３年４月 １日 
至 平成１３年９月３０日 

        セグメント
  科 目    食品 ファイン その他 計 

消去又は 
全 社     

連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 318,398 98,462 44,820 461,681 － 461,681 

(2）セグメント間の内部売上高 4,687 1,452 34,347 40,487 (40,487) － 

計 323,085 99,915 79,167 502,168 (40,487) 461,681 

営業費用 314,374 90,565 77,364 482,304 (40,117) 442,187 

営業利益 8,711 9,349 1,802 19,863 (369) 19,494 

 
前年中間期                                       （百万円未満切捨て） 

            期間 
自 平成１２年４月 １日 
至 平成１２年９月３０日 

              セグメント 
  科 目    食品 ファイン その他 計 

消去又は
全 社     

連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       
(1）外部顧客に対する売上高 311,082 82,231 47,452 440,765 － 440,765 

(2）セグメント間の内部売上高 5,863 991 29,383 36,238 （36,238) － 

計 316,945 83,223 76,835 477,004 （36,238) 440,765 

営業費用 306,463 80,256 75,307 462,027 （36,238) 425,790 

営業利益 10,482 2,966 1,527 14,976 （1) 14,975 

 
前期                                           （百万円未満切捨て） 

            期間 
自 平成１２年４月 １日 
至 平成１３年３月３１日 

              セグメント 
  科 目    食品 ファイン その他 計 

消去又は
全 社     

連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 622,001 188,421 98,106 908,528 － 908,528 
(2）セグメント間の内部売上高 11,618 2,050 62,618 76,287 （76,287) － 

計 633,620 190,472 160,724 984,816 （76,287) 908,528 

営業費用 609,991 179,474 157,318 946,784 （76,060) 870,723 

営業利益 23,629 10,998 3,405 38,032 （227) 37,805 

 
 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。 
 （注）２．各事業区分の主要製品 

事業区分 主要製品 

食品 
「味の素」、「うま味だし・ハイミー」、「ほんだし」、「Ｃｏｏｋ Ｄｏ」、油脂、 
 植物蛋白、スープ、マヨネーズ、冷凍食品、コーヒー、飲料、チルド乳製品 等 

ファイン 各種アミノ酸、アスパルテーム、医薬品、化成品 等 

その他 物流、各種サービス、食品流通 等 
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２．所在地別セグメント情報                                          

当中間期                                      （百万円未満切捨て） 

            期間 自 平成１３年４月 １日 
至 平成１３年９月３０日 

           セグメント                     
日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は全 社     連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 361,897 39,121 23,879 36,783 461,681 － 461,681 
(2）セグメント間の内部売上高 17,488 4,267 3,077 1,469 26,303 (26,303) － 

計 379,385 43,389 26,957 38,253 487,985 (26,303) 461,681 

営業費用 369,671 38,389 26,178 34,251 468,491 (26,303) 442,187 

営業利益 9,714 4,999 778 4,001 19,494 － 19,494 

 

前年中間期                                      （百万円未満切捨て） 

            期間 自 平成１２年４月 １日 
至 平成１２年９月３０日 

           セグメント 
日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は全 社     連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        
(1）外部顧客に対する売上高 361,816 30,853 20,300 27,795 440,765 － 440,765 

(2）セグメント間の内部売上高 14,993 2,842 3,127 771 21,734 (21,734) － 

計 376,810 33,695 23,427 28,566 462,500 (21,734) 440,765 

営業費用 366,122 28,800 23,400 29,202 447,525 (21,734) 425,790 

営業利益 10,687 4,895 27 △636 14,974 － 14,975 

 

前期                                        （百万円未満切捨て） 

            期間 自 平成１２年４月 １日 
至 平成１３年３月３１日 

           セグメント 
日本 アジア 米州 欧州 計 消去又は全 社     連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 716,294 70,527 50,224 71,482 908,528 － 908,528 

(2）セグメント間の内部売上高 30,489 6,233 6,912 2,029 45,665 （45,665) － 

計 746,784 76,760 57,136 73,512 954,194 （45,665) 908,528 

営業費用 721,688 67,938 55,883 70,878 916,388 （45,665) 870,723 

営業利益 25,096 8,822 1,252 2,634 37,805 － 37,805 

  

（注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。 

（注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

米州 ：北米及び南米諸国 

欧州 ：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国 

 

 

 

 

科 目 

科 目 

科 目 
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３．海外売上高 

 

当中間期                                 （百万円未満切捨て） 

           期間 自 平成１３年４月 １日 
至 平成１３年９月３０日 

         セグメント
 科 目 アジア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 43,719 26,630 38,258 108,608 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 461,681 

Ⅲ 連結売上高にしめる海外
売上高の割合（％） 9.5 5.8 8.3 23.5 

 

前年中間期                                （百万円未満切捨て） 

           期間 自 平成１２年４月 １日 
至 平成１２年９月３０日 

         セグメント
アジア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 36,211 23,749 27,121 87,082 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 440,765 

Ⅲ 連結売上高にしめる海外
売上高の割合（％） 8.2 5.4 6.2 19.8 

 

前期                                   （百万円未満切捨て） 

           期間 自 平成１２年４月 １日 
至 平成１３年３月３１日 

         セグメント
アジア 米州 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 79,182 56,798 70,701 206,682 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 908,528 

Ⅲ 連結売上高にしめる海外
売上高の割合（％） 8.7 6.3 7.8 22.8 

 

 

 （注）１．国又は地域区分は、地理的近接度により区分しております。 

 （注）２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

米州 ：北米及び南米諸国 

欧州 ：ヨーロッパ諸国及びアフリカ諸国 

 （注）３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

科 目 

科 目 
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（有価証券関係） 
 

１．時価のある有価証券 

区分 当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在） 

その他有価証券 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

① 株式 49,381 73,684 24,303 

② 債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 24 24 0 

その他 － － － 

③ その他 355 340 △15 

計 49,760 74,048 24,288 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在） 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,231 

② 非上場国内債券 128 

③ 非上場外国債券 4,300 

④ マネー・マネジメント・ファンド 1,951 

⑤ 中期国債ファンド 524 

⑥ 証券投資信託 140 

⑦ 割引債 1,350 

 

 

 

１．時価のある有価証券 

区分 前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在） 

その他有価証券 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 差額（百万円） 

① 株式 49,159 87,856 38,696 

② 債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 24 25 1 

その他 － － － 

③ その他 555 555 0 

計 49,738 88,437 38,698 



 

22

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在） 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 6,890 

② 非上場国内債券 175 

③ 非上場外国債券 5,210 

④ マネー・マネジメント・ファンド 2,012 

⑤ 中期国債ファンド 901 

⑥ 証券投資信託 3,342 

⑦ ユーロＣＰ 2,028 

 

 

１．時価のある有価証券 

区分 前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在） 

その他有価証券 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 
（百万円） 差額（百万円） 

① 株式 49,313 85,916 36,604 

② 債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 24 25 1 

その他 － － － 

③ その他 555 544 △10 

計 49,892 86,486 36,594 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

区分 前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在） 

その他有価証券 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,316 

② 非上場国内債券 152 

③ 非上場外国債券 4,300 

④ 中期国債ファンド 473 

⑤ 証券投資信託 159 

⑥ 割引債 906 
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（デリバティブ取引関係） 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．通貨関連 

当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在） 

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引     

売建 4,714 － 4,658 56 

買建 1,150 － 1,148 △2 

オプション取引     

買建 482    

市場取引以
外の取引 

コール （9） － 15 6 

合計            －           －            － 60 

 （注） （ ）の金額は通貨オプション取引のオプション料です。 

 

２．金利関連 

当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在） 

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

スワップ取引     市場取引以
外の取引 変動受取固定支払             －             －             －             － 

合計           －           －           － － 

 

３．商品関連 

当中間連結会計期間（平成１３年９月３０日現在） 

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

商品先物取引     
市場取引 

買建 14 － 15 1 

合計            －           －            － 1 
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．通貨関連 

前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在） 

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

為替予約取引     

売建 3,050 － 3,041 9 

買建 999 － 1,027 27 

オプション取引     

買建     

市場取引以
外の取引 

コール 
         966 
         (12) 

 
－ 
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3 

合計             －           －           － 41 

 （注） （ ）の金額は通貨オプション取引のオプション料です。 

 

２．金利関連 

前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在） 

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

スワップ取引     市場取引以
外の取引 変動受取固定支払 1,719 1,400 △3 △3 

合計           －            －           － △3 

 

３．商品関連 

前中間連結会計期間（平成１２年９月３０日現在） 

区分 種類 契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

商品先物取引     
市場取引 

買建 20 － 19 △1 

合計          －           －           － △1 
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デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．通貨関連 

前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在） 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

為替予約取引     

売建 7,807 － 7,845 △37 

買建 175 － 178 2 

オプション取引     

買建 926    

市場取引以
外の取引 

コール (12) － 50 37 

合計           －           －           － 3 

 （注） （ ）の金額は通貨オプション取引のオプション料です。 

 

２．金利関連 

前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在） 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 時価（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

スワップ取引     市場取引以
外の取引 

変動受取･固定支払 1,350 1,350 1,342 △7 

 固定受取･変動支払 124 － 269 35 

合計           －            －           － 28 

 

３．商品関連 

前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在） 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

商品先物取引     
市場取引 

買建 88 － 87 △0 

合計          －           －           － △0 
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（重要な後発事象） 
   

  株式移転 

   当社の連結子会社味の素製油株式会社は、株式会社ホーネンコーポレーションと平成１３年８月  

  １６日付で、共同持株会社を設立するための株式移転を行うことを合意する覚書を締結し、平成１３  

  年１１月５日付で正式に株式移転契約を締結いたしました。同株式移転につきましては、平成１３年 

  １２月２７日開催予定の両社の臨時株主総会の承認を得ることが条件となっております。 

    1. 株式移転により設立する共同持株会社の概要（予定） 

       名称      株式会社豊年味の素製油 

       本店所在地   東京都千代田区 

       資本金     100億円 

       発行予定株式数 普通株式135,538,239株 

    2. 株式移転の目的 

       株式移転により、味の素製油株式会社および株式会社ホーネンコーポレーションは、株式 

      会社豊年味の素製油の１００％子会社となり、共同持株会社を通じた経営統合により油脂分野  

      での事業強化を図ります。当社は、株式会社豊年味の素製油の株主（持株比率３３．４％）と 

      なります。 

    3. 株式移転比率 

       株式会社ホーネンコーポレーション:味の素製油株式会社＝１: 23.003    

       味の素製油株式会社の普通株式１株に対し株式会社豊年味の素製油の普通株式23.003株が、 

      株式会社ホーネンコーポレーションの普通株式１株に対し株式会社豊年味の素製油の普通株 

      式１株がそれぞれ割当て交付されます。なお、改正商法施行（平成１３年１０月１日）前にお 

      ける、株式会社ホーネンコーポレーション普通株式１株の額面金額は50円、味の素製油株式会 

      社普通株式１株の額面金額は5,000円です。 

    4. 今後の予定 

      株式移転をなすべき時期（株式移転期日）  平成１４年３月３１日 

    共同持株会社の設立登記日（株式移転の日）  平成１４年４月  １日 
 

 

 

 

 

 



平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 19日

上   場   会   社   名       味の素株式会社 上場取引所 東 大 名 福 札

コード番号       2802 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 取締役財務部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　吉岡 雍典 TEL (03) 5250 - 8161
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 19日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨て）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 320,516 0.8 5,369 △ 4.4 13,860 28.9
12年 9月中間期 317,826 0.7 5,617 △ 35.7 10,752 △ 6.9
13年 3月期 622,927 13,347 28,085

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
13年 9月中間期 11,819 - 18.18
12年 9月中間期 △ 21,660 - △ 33.35
13年 3月期 △ 11,145 △ 17.16
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期 649,981,182 株   12年 9月中間期 649,445,433 株   13年 3月期 649,692,702 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

13年 9月中間期 5.00 －    特別配当 0 円 00 銭 

12年 9月中間期 5.00 －
13年 3月期 － 10.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 690,760 377,241 54.6 580.39
12年 9月中間期 676,085 369,214 54.6 568.51
13年 3月期 683,722 375,936 55.0 578.38
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期 649,981,182 株   12年 9月中間期 649,445,592 株   13年 3月期 649,981,182 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 630,000 24,000 17,000 5.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 26円15銭



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １

                                       貸　借　対　照　表

                                                                 　　　　　　　　　 　　　　（百万円未満切捨て）
  　
　　　　　　　期　　別
 科　　目

 
   １３年９月中間期

(平成１３年９月３０日現在)           

 
  　１３年３月期

(平成１３年３月３１日現在)           

　
　　増　　減

 
　　１２年９月中間期

(平成１２年９月３０日現在)           

（ 資 産 の 部 ）         

Ⅰ 流 動 資 産          

現 金 及 び 預 金            　１４,０９８ 　　２１,９７３ △　　７,８７４ 　　　６,９３６

受 取 手 形          　　１１,５０８ 　　１０,３６６ 　　　１,１４２ 　　　９,０４１

売 掛 金          　１１７,４８０ 　１０８,７３５ 　　　８,７４４ 　１１２,８２１

有 価 証 券          　　　１,０００ 　　　　 　　－ 　　　１,０００ 　　　２,００８

た な 卸 資 産          　　３９,７０２ 　　４０,１３８ △　　　 ４３６ 　　４５,０２８

そ の 他          　　４７,４５５ 　　３７,６７０ 　　　９,７８５ 　　２５,７９３

貸 倒 引 当 金          △　　２,３１５ △　　２,３６４ 　　　　 　４８ △　　２,２９０

流 動 資 産 合 計          　２２８,９３０  33.1% 　２１６,５１８  31.7% 　　１２,４１１ 　１９９,３３９  29.5%

Ⅱ 固 定 資 産          

　１．有 形 固 定 資 産        

建 物          　　９０,７６６ 　　９０,６８１ 　　　　 　８４ 　　９０,４３６

機 械 及 び 装 置          　１５２,６４４ 　１５０,９３０ 　　　１,７１４ 　１５１,９８１

そ の 他          　　４９,８２５ 　　５０,７４６ △　　　 ９２１ 　　４９,６８６

減 価 償 却 累 計 額          △２１１,１５６ △２０９,７２１ △　　１,４３５ △２０６,６９８

土 地          　　３５,８０６ 　　３５,９１５ △　　　 １０８ 　　３５,９５０

有形固定 資産合計          　１１７,８８７  17.1% 　１１８,５５２  17.3% △　　　 ６６５ 　１２１,３５６  17.9%

　２．無 形 固 定 資 産        　　　８,４９８   1.2% 　　　８,５９５   1.3% △　　 　　９６ 　　　８,４５１   1.3%

　３．投資その他の資産

投 資 有 価 証 券          　　７９,４２７ 　　９２,０７９ △　１２,６５１ 　　９４,２２８

関 係 会 社 株 式          　１９５,１７５ 　１９２,４６６ 　　　２,７０９ 　１９９,４１８

出 資 金          　　３５,５０７ 　　３５,５００ 　　　　 　　６ 　　３５,０９４

そ の 他          　　２５,９１９ 　　２０,５００ 　　　５,４１８ 　　１８,４４８

貸 倒 引 当 金          △　　 　５８６ △　　 　４９１ △　　　 　９４ △　　　 ２５１

投資その他の資産合計          　３３５,４４４  48.6% 　３４０,０５５  49.7% △　　４,６１１ 　３４６,９３８  51.3%

固 定 資 産 合 計          　４６１,８３０  66.9% 　４６７,２０３  68.3% △　　５,３７３ 　４７６,７４６  70.5%

資 産 合 計          　６９０,７６０ 100.0% 　６８３,７２２ 100.0% 　　　７,０３７ 　６７６,０８５ 100.0%



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２

                                                                 　　　　　　　　　 　　　　（百万円未満切捨て）
  　
　　　　　　　期　　別
 科　　目

 
   １３年９月中間期

(平成１３年９月３０日現在)           

 
  　１３年３月期

(平成１３年３月３１日現在)           
　　増　　減

 
　　１２年９月中間期

(平成１２年９月３０日現在)           

（ 負 債 の 部 ）        

Ⅰ 流 動 負 債          

支 払 手 形          　　　 　　　－ 　　　 　７２３ △　　　 ７２３ 　　　　 ９１６

買 掛 金          　１０３,７３９ 　　８５,２４１ 　　１８,４９８ 　　８１,７９０

短 期 借 入 金          　　　４,９４２ 　　　５,１７４ △　　　 ２３１ 　　　４,３００

１年以内償還予定社債          　　　　 　　－ 　　１０,０００ △　１０,０００ 　　１０,０００

１年以内償還予定転換社債          　　１８,３０３ 　　１８,３０３ 　　　　 　　－ 　　　　 　　－

未 払 金          　　１５,６５１ 　　１５,１４７ 　　　　 ５０４ 　　１４,９２０

未 払 法 人 税 等          　　　５,３９５ 　　　５,９１７ △　　　 ５２２ 　　　４,９８１

そ の 他          　　２９,６９７ 　　３０,３３０ △　　　 ６３２ 　　３４,０８５

流 動 負 債 合 計          　１７７,７３０  25.7% 　１７０,８３７  25.0% 　　　６,８９３ 　１５０,９９４  22.3%

Ⅱ 固 定 負 債          

社 債          　　６０,０００ 　　６０,０００ 　　　　 　　－ 　　６０,０００

転 換 社 債          　　　 　　　－ 　　　　 　　－ 　　　　 　　－ 　　１８,３０３

長 期 借 入 金          　　　　 ８４９ 　　　　 ８４９ 　　　　 　　－ 　　　　 ８４９

退 職 給 付 引 当 金          　　５９,４５８ 　　５９,８９０ △　　　 ４３１ 　　６１,２７７

そ の 他          　　１５,４８０ 　　１６,２０９ △　　　 ７２８ 　　１５,４４７

固 定 負 債 合 計          　１３５,７８８  19.7% 　１３６,９４９  20.0% △　　１,１６０ 　１５５,８７６  23.1%

負 債 合 計          　３１３,５１９  45.4% 　３０７,７８６  45.0% 　　　５,７３２ 　３０６,８７１  45.4%

（ 資 本 の 部 ）        

Ⅰ 資 本 金          　　７９,８６３  11.6% 　　７９,８６３  11.7% 　　　 　　　－ 　　７９,８３６  11.8%

Ⅱ 資 本 準 備 金          　１１１,５７８  16.2% 　１１１,５７８  16.3% 　　　　 　　－ 　１１１,１２３  16.4%

Ⅲ 利 益 準 備 金          　　１６,１１９   2.3% 　　１５,７７５   2.3% 　　　　 ３４３ 　　１５,４５１   2.3%

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金          

任 意 積 立 金          　１２６,８３０ 　１２５,１２１ 　　　１,７０９ 　１２５,１２１

中間(当期)未処分利益          　　２８,７５２ 　　２２,４２１ 　　　６,３３０ 　　１５,４７９

その他の剰余金合計          　１５５,５８３  22.5% 　１４７,５４３  21.6% 　　　８,０３９ 　１４０,６００  20.8%

Ⅴ その他有価証券評価差額金          　　１４,０９６   2.0% 　　２１,１７５   3.1% △　　７,０７８ 　　２２,２０２   3.3%

資 本 合 計          　３７７,２４１  54.6% 　３７５,９３６  55.0% 　　　１,３０４ 　３６９,２１４  54.6%

負 債 ・ 資 本 合 計          　６９０,７６０ 100.0% 　６８３,７２２ 100.0% 　　　７,０３７ 　６７６,０８５ 100.0%
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                                       損　益　計　算　書

                                                                 　　　　　　　　　 　　　　（百万円未満切捨て）
  　
　　　　　　　期　　別

　科　　目

 
   １３年９月中間期

自平成１３年４月１日           
至平成１３年９月３０日

 
  １２年９月中間期

自平成１２年４月１日           
至平成１２年９月３０日

　
　　増　　減

 
　　１３年３月期

自平成１２年４月１日           
至平成１３年３月３１日

Ⅰ 売 上 高          　３２０,５１６ 100.0% 　３１７,８２６ 100.0% 　　　２,６９０ 　６２２,９２７ 100.0%

Ⅱ 売 上 原 価          　２５６,２９６  80.0% 　２４０,３１１  75.6% 　　１５,９８４ 　４７２,２０２  75.8%

売 上 総 利 益          　　６４,２１９  20.0% 　　７７,５１４  24.4% △　１３,２９４ 　１５０,７２５  24.2%

Ⅲ 販売費及び一般管理費          　　５８,８５０  18.3% 　　７１,８９７  22.6% △　１３,０４６ 　１３７,３７７  22.1%

営 業 利 益          　　　５,３６９   1.7% 　　　５,６１７   1.8% △　　　 ２４８ 　　１３,３４７   2.1%

Ⅳ 営 業 外 収 益          

受 取 利 息          　　　　 ２１４ 　　　　　 ９９ 　　　 　１１５ 　　　　 ３５９

受 取 配 当 金          　　　５,９６６ 　　　４,７５４ 　　　１,２１１ 　　１１,６４２

そ の 他          　　　４,９２５ 　　　２,９２２ 　　　２,００２ 　　　７,４３４

　　　　計 　　１１,１０６   3.4% 　　　７,７７６   2.4% 　　　３,３３０ 　　１９,４３６   3.1%

Ⅴ 営 業 外 費 用          

支 払 利 息          　　　１,１０９ 　　　１,１３９ △　　 　　２９ 　　　２,２９８

そ の 他          　　　１,５０６ 　　　１,５０１ 　　　　 　　４ 　　　２,３９９

　　　　計 　　　２,６１５   0.8% 　　　２,６４１   0.8% △　　　 　２５ 　　　４,６９７   0.7%

経 常 利 益          　　１３,８６０   4.3% 　　１０,７５２   3.4% 　　　３,１０７ 　　２８,０８５   4.5%

Ⅵ 特 別 利 益          

固 定 資 産 売 却 益          　　　１,６８２ 　　　１,５５２ 　　　 　１２９ 　　　８,０６９

投資有価証券売却益          　　　　 　１０ 　　　５,１１６ △　　５,１０５ 　　　６,７２８

損害賠償 金受入額          　　　３,１７６ 　　　　 　　－ 　　　３,１７６ 　　　　 　　－

そ の 他          　　　　 ７６３ 　　　　 ７１０ 　　　　 　５２ 　　　１,４７１

　　　　計 　　　５,６３３   1.8% 　　　７,３８０   2.3% △　　１,７４６ 　　１６,２６９   2.6%

Ⅶ 特 別 損 失          

退職給付会計基準変更時差異          　　　 　　　－ 　　４８,９５５ △　４８,９５５ 　　４８,９５５

固 定 資 産 除 却 損          　　　 　８７８ 　　　　 ７２９ 　　　 　１４８ 　　　２,１０９

投資有価証券評価損          　　　 　３６７ 　　　　 　　－ 　　　　 ３６７ 　　　 　７７７

関 係 会 社 整 理 損          　　　 　　　－ 　　　４,５５６ △　　４,５５６ 　　１２,９５７

課 徴 金          　　　　 　　－ 　　　２,６３６ △　　２,６３６ 　　　２,６３６

そ の 他          　　　 1,０２３ 　　　　 ３２３ 　　　　 ７００ 　　　２,２８８

　　　　計 　　　２,２６９   0.7% 　　５７,２０２  18.0% △　５４,９３２ 　　６９,７２６  11.2%

税引前中間（当期）純損失 　　　　 　　－ 　　－ 　　３９,０６９  12.3% △　３９,０６９ 　　２５,３７０ 　4.1%

税 引 前 中 間 純 利 益            　　１７,２２３   5.4% 　　　　 　　－ 　  － 　　１７,２２３ 　　　　 　　－ 　　－

法人税、住民税及び事業税 　　　６,１８０   1.9% 　　　５,３３０   1.7% 　　　 　８５０ 　　１０,２００   1.6%

法 人 税 等 調 整 額            △　　　 ７７５ △0.2% △　２２,７３８ △7.2% 　　２１,９６３ △　２４,４２４ △3.9%

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失            　　　 　　　－ 　　－ 　　２１,６６０ 　6.8% △　２１,６６０ 　　１１,１４５ 　1.8%

中 間 純 利 益            　　１１,８１９ 　3.7% 　　　　 　　－ 　　－ 　　１１,８１９ 　　　　 　　－ 　　－

前 期 繰 越 利 益            　　１６,９３３ 　　３７,１３９ △　２０,２０６ 　　３７,１３９

中 間 配 当 額            　　　 　　　－ 　　　　 　　－ 　　　 　　　－ 　　　３,２４７

中間配当に伴う利益準備金積立額            　　　　 　　－ 　　　　 　　－ 　　　 　　　－ 　　　　 ３２４

中間（当期）未処分利益            　　２８,７５２ 　　１５,４７９ 　　１３,２７２ 　　２２,４２１
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券 

      子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法 

      その他有価証券 時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                     （評価差額は全部資本直入法により処理し、 

                      売却原価は移動平均法により算定）     

              時価のないもの…移動平均法による原価法  
 
 （２） たな卸資産 

      総平均法による低価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産は、定率法を採用しております。 

      ただし、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）の償却 

     方法は定額法によっております。 

      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

          建物      ７～５０年 

          機械及び装置  ４～１５年 

 （２） 無形固定資産は、定額法を採用しております。 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５ 

     年）に基づく定額法によっております。 
 
３．引当金の計上基準 

 （１） 貸倒引当金 

           債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸   

     倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込 

     額を計上しております。   

 （２） 退職給付引当金   

      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年 

     金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を  

     計上しております。 

      数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期 

     間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額を、それぞれ発 

     生の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 （３） 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく当中間期末要支給  

   額全額を計上しております。 

 （４） 債務保証損失引当金 

    債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態の実情を勘案し、必 

   要額を見積計上しております。 
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４．外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

     外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差 

    額は損益として処理しております。 
 
５．リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ 

    ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており 

       ます。 
 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    なお、未払消費税等は、流動負債のその他に含めております。  



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６

注記事項注記事項注記事項注記事項

１．偶発債務

　　　保証債務　　　　　　　　１７，３２５ 百万円

　　　経営指導念書　　　　　　　　　６７３ 百万円

　　

２．リース取引関係

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係る注

記

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　当中間期 　 　　　　前　期 　　　 　　　前中間期

　　　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　　　　機械及び装置　　　　機械及び装置

　取得価額相当額　　　　　　　　 　　－　百万円　　　　　 ８ 百万円　　　　　 ８ 百万円

　減価償却累計額相当額　　　　　　　 －　百万円　　　　　 ２ 百万円　　　　　 ２ 百万円

　中間期末（期末）残高相当額　　　　 －　百万円　　　　　 ６ 百万円　　　　 　６ 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　車両運搬具　　　　　車両運搬具　　　　　車両運搬具

　取得価額相当額　　　　　　　　　２５０ 百万円　　　 ５０４ 百万円　　　 ４６８ 百万円

　減価償却累計額相当額　　　　　　　８１ 百万円　　　 ３４８ 百万円　　　 ３１０ 百万円

　中間期末（期末）残高相当額　　　１６９ 百万円　　　 １５５ 百万円　　　 １５８ 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　工具器具備品　　　　工具器具備品　　　　工具器具備品

　取得価額相当額　　　　　　 　２,３１２ 百万円　　３,００５ 百万円　　２,４９７ 百万円

　減価償却累計額相当額　　　　 １,１４９ 百万円　　１,６７４ 百万円　　１,４５８ 百万円

　中間期末（期末）残高相当額　 １,１６３ 百万円　　１,３３１ 百万円　　１,０３８ 百万円

　　　　　　　　　　　　　　　　合　　計　　　　　　合　　計　　　　　　合　　計

　取得価額相当額　　　　　　 　２,５６２ 百万円　　３,５１８ 百万円　　２,９７４ 百万円

  減価償却累計額相当額　　　　 １,２３０ 百万円　　２,０２５ 百万円　　１,７７１ 百万円

  中間期末（期末）残高相当額　 １,３３２ 百万円　　１,４９３ 百万円　　１,２０３ 百万円

　

　　   なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期

　　末（期末）残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

　　　　　　　　　　　　 　当中間期 　　　 　　前　期 　　　 　　前中間期

　　　　　　　一年以内　　　 ６００ 百万円　　　６２４ 百万円　　　６０８ 百万円

　　　　　　　一 年 超　　　 ７３２ 百万円　　　８６８ 百万円　　　５９５ 百万円

　　　　　　　合　　計　　１,３３２ 百万円　 １,４９３ 百万円　 １,２０３ 百万円

　　   なお、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）

　　 残高が有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める割合が低いため、「支払利子込み法」

　　 により算定しております。

（３）支払リース料及び減価償却費相当額

　　　　　　　　　　　　 当中間期 　 　　 前中間期 　　　  前　期

　　支払リース料　　　　　３３８ 百万円　　３３０ 百万円　　６６１ 百万円

　　減価償却費相当額　　　３３８ 百万円　　３３０ 百万円　　６６１ 百万円



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７

（４）減価償却費相当額の算定方法

　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　　　

　オペレーティング・リース取引に係る注記

　　　　　

　　未経過リース料

　　　　　　　　　　　 　　　当中間期 　　 　 前　期 　　　 　 前中間期

　　　　　　１年以内　　　　　２２ 百万円　　　５５ 百万円　　　５５ 百万円

　　　　　　１ 年 超　　　　　１１ 百万円　　　３４ 百万円　　　３５ 百万円

　　　　　　合　　計　　　　　３３ 百万円　　　９０ 百万円　　　９０ 百万円

　

３．有価証券関係

当中間期末（平成１３年９月３０日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種類 中間貸借対照表計上額 　　　時　　価 　　  差　　額

子会社株式 　　　　　 １,３０９ 　　　　　 １,６６０ 　　　　　　　３５０

関連会社株式 　　　　 １０,６１０ 　　　　 １０,８５３ 　　　　　　　２４３

合計 　　　　 １１,９１９ 　　　　 １２,５１３ 　　　　　　　５９３

前中間期末（平成１２年９月３０日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種類 中間貸借対照表計上額 　　　時　　価 　　  差　　額

子会社株式 　　　　　 １,４２７ 　　　　　 ２,５４０ 　　　　　 １,１１２

関連会社株式 　　　　 　８,７１８ 　　　　 　７,７５７ 　　　　　　△９６１

合計 　　　　 １０,１４６ 　　　　 １０,２９８ 　　　　　　　１５１

前事業年度末（平成１３年３月３１日現在）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種類 　貸借対照表計上額 　　　時　　価 　　  差　　額

子会社株式 　　　　　 １,３０９ 　　　　　 ２,０３４ 　　　　　　　７２５

関連会社株式 　　　　 １０,６１０ 　　　　 １０,８３７ 　　　　　　　２２６

合計 　　　　 １１,９１９ 　　　　 １２,８７１ 　　　　　　　９５２

４．中間期末日満期手形の処理

　　　　中間期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決済処理しております。

　　　なお、当中間会計期間末日は、金融機関の休日であったため、中間期末日満期手形が

　　　以下の科目に含まれております。

　

　　　　　　受取手形　３,１３９百万円
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